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持続可能プログラム

評価項目ごとの評定（※１） 評定 全体委員会所見

①成果・取組が国の方針や社会のニーズに適合して
いるか【妥当性の観点】（※３） ａ

国の方針や社会のニーズに合致した研究目
標を踏まえ、建研のミッションや資源に照
らして特に注力すべき内容に取り組む計画
となっている。

②成果・取組が社会的価値の創出に貢献するもので
あるか【社会的・経済的観点】（※３） ａ

研究課題の設定にあたっては、社会的価値
の創出に貢献するものに限定している。ま
た、社会的価値の創出に特段の貢献が期待
される研究課題として指定課題を設定して
いる。

③成果・取組が期待された時期に適切な形で創出・
実施される計画となっているか【時間的観点】（※
３）

ａ

各研究課題が期待された時期に適切な形で
実施される計画となっており、また、必要
な時期に随時研究課題を追加・変更できる
計画となっている。

④国内外の大学、民間事業者、研究開発機関との連
携・協力等、効果的かつ効率的な研究開発の推進に
向けた取組が適切かつ十分であるか

ａ
国土技術政策総合研究所、大学、業界団体
等との共同研究、客員研究員・交流研究員
の受け入れ等を適切に計画している。

⑤政策の企画立案や技術基準策定等に対する技術的
支援が適切かつ十分に行われているか

⑥研究成果を適切な形でとりまとめ、関係学会での
発表等による成果の普及を適切に行なうとともに、
社会から理解を得ていく取組を積極的に推進してい
るか

全体評定（※２） Ａ

低炭素社会の構築に貢献する研究開発及び
人口減少・少子高齢化に対応した研究開発
等に関して研究成果の最大化に努めてお
り、「温室効果ガスの排出削減などによっ
て持続可能な住宅・建築・都市を実現する
ために必要な研究開発等を行う」という目
標に従って、本プログラムは適切に設定さ
れている。

※１　評価区分 （事前評価）
　　　　　a：新規研究開発プログラムとして、提案の内容に沿って実施すべきである。
　　　　　b：新規研究開発プログラムとして、内容を一部修正のうえ実施すべきである。
　　　　　c：新規研究開発プログラムとして、大幅な見直しを要する。

　　　

事前評価

※３　①、②、③は評価点を２倍に加重した上で、算術平均を算出する。

※２　評価項目ごとに、a：３点、b：２点、c：１点とし、算術平均の結果が一番近い数字に対応するABC
　　　（A：３点、B：２点、C：１点）を全体評定とする



持続可能プログラム

研究開発プログラムの概要研究開発目標

領域 研究テーマ アウトカム

①温室効果ガスの排出量削減に資
するよう住宅・建築・都市分野に
おいて環境と調和した資源・エネ
ルギーの効率的利用を実現する

環境領域

○環境性能と調和した省エネ基準の適正な整備・運用のための研究
○実用的な省エネ技術普及のための研究
○より高度な省エネ・省CO2実現のための研究開発
○水資源の有効活用技術に関する研究開発

○ 省エネ基準の適正な整備・運用のための技術的根拠として活用
○基準整備や関連諸制度改善のための基礎資料として活用

②炭素の貯蔵等に資するよう住
宅・建築分野において木質系材料
の利用を拡大する

構造領域
材料領域

○中高層木造建築物等の構造設計技術及び関連技術の開発 ○ 建築基準法における中高層木造建築物に係る基準整備の技術的根拠や関連
諸制度改善のための基礎資料として活用
○建築の木材利用に関する中小工務店、設計業者等向け技術指針に反映

防火領域 ○ 低層建築物よりも厳しい耐火性能を求められる中高層建築物を木造建
築物で実現するための方策

③人口減少・少子高齢化に対応し
た住宅・建築・都市ストック活用
促進及びマネジメント技術の高度
化を図る

構造領域
○社会的ニーズを踏まえた建築ストックの再生・活用促進に資する構造性
能の評価手法・向上技術の開発・改善

○建築基準法における既存建築物に係る構造基準の技術的根拠や関連諸制度
改善のための基礎資料として活用

材料領域

○ 材料・部材に関する補修・補強等技術及び品質・性能評価技術の開発
○ 材料・部材の劣化・損傷の早期確認と評価・診断技術ならびに高品
質・高機能化ための品質管理等の関連技術の開発
○ 建設副産物等の有効利用のための材料設計と品質管理及び性能評価等
関連技術の開発

○ 建築基準法及び住宅品質確保等の技術基準の整備や関連諸制度改善の為の
基礎資料として活用

建築生産領域

○非熟練作業者・高齢作業者の活用と安全のための支援技術とその効果
の評価
○品質確保ならびに生産情報のトレーサビリティに資するBIM活用技術
○国内建築生産関連産業の継続的把握と新市場の需要構造の分析
○建築生産の環境影響評価技術
○施工条件・管理水準を明記する契約関係図書の開発
○既存建築ストックの評価・現況調査・再生設計等の業務適正化

○国の建築生産関連施策の展開における基礎資料として活用
○公的な技術基準や学協会の基規準類策定に当たり根拠となる基礎資料とし
て活用

住宅・都市領域

○プログラムの共通基盤となる調査分析手法の開発
－都市解析、住宅ストック動向・要因分析

○高齢化、人口減少社会における住宅・都市のマネジメント技術の開発
○住生活の地域性、地域の住宅生産体制に応じた住宅・都市における課
題への対応技術の開発

○国または地方における住宅・都市関連施策の展開における基礎資料として
活用

持続可能プログラムでは、地球温暖化に伴う気候変動や資源・エネルギー問題によって経済・社会等に重大な影響が及ばないよう低炭素
で持続可能な住宅・建築・都市を構築するという社会的要請を踏まえ、

①温室効果ガスの排出量削減に資するよう住宅・建築・都市分野において環境と調和した資源・エネルギーの効率的利用を実現する
②炭素の貯蔵等に資するよう住宅・建築分野において木質系材料の利用を拡大する

こと等を通じて限られた資源の有効活用を推進するため、環境と調和した建築物の省エネルギー・省CO2化のための研究、木造建築物の
中高層化に必要となる耐火性・耐震性に優れた部材や構工法等に関する研究開発と、これらを実現するために必要な基礎的研究を行う。
また、厳しい財政状況や人口減少・少子高齢化に伴う都市・住宅の管理上の課題や建設産業における労働力不足等に対応するという我が
国における社会的要請を踏まえ、

③人口減少・少子高齢化に対応した住宅・建築・都市ストック活用促進及びマネジメント技術の高度化を図る
こと等を通じて社会構造の変化等に対応するため、少子高齢化の持続的・安定的な地域居住を支えるための住宅計画・まちづくりに関す
る研究、建築物の変状や損傷をモニタリングする技術の開発、建設作業者の減少・高齢化に対応するよう建築現場における生産性の向上
に資する技術の開発 等と、これらを実現するために必要な基礎的研究を行う。

地球温暖化に伴う気候変動や資源・エネルギー問題
によって経済・社会等に重大な影響が及ばないよう、
温室効果ガスの排出削減に資するエネルギー利用の高
度化、炭素の貯蔵に資する木材利用の促進、産業廃棄
物の削減に資する建設副産物のリサイクル等、低炭素
社会の構築に貢献する研究開発、及び建築ストックの
再生・活用、維持管理の適正化、高齢者対等等、我が
国における人口減少・少子高齢化に対応した住宅・建
築・都市の維持・再生に必要な研究開発等、温室効果
ガスの排出削減をはじめとする持続可能な住宅・建
築・都市を実現するために必要な研究開発等を行うも
のとする。

PD 山海 環境G長 PSD 棚野 材料G長、長谷川 生産G長、水谷 住･都G長 実施期間 平成２８～３３年度
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